
第Ｓ章

炭鉱閉山に伴う
高島町からの人口移動

地理学からの視点３

堤研二
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第８章

炭鉱閉山に伴う高島町からの人ロ移動

パクトを通じて、移動の契機が与えられる。

こういった、人間関係や諸組織などもまた、

それぞれに属性を持つ。また、場合によっ

ては、自らのライフ・サイクルにしたがっ

て移動のポテンシャルが高まったり、自ら

の選択として移動行動が生じたりもする。

したがって、この移動の契機は潜在的移動

者ごとに様々であるのみならず、そのよう

な者を取り巻く環境によって様々である。

この移動の契機が与えられると、潜在的移

動者は移動の意志決定過程を経験する。こ

の過程を経て、移動の発生があれば、潜在

的移動者は移動者migranLmoverとなる

が、移動がなされなければ、残留者stay‐

ｃｒとなる。人口移動の発生によって、そ

の影響は地域・組j職・人間関係などへフィ

ードバックされるし、移動によって移動者

自身の属性が変化することにもなる。

このように考える場合、様々な属性を有

する人々が様々な地域から様々な地域へと

移動し、その前後で様々なインパクトが生

じる現象として人口移動を捉えることがで

きる。

（潜在的）移動者の年齢・性別・職業・

家族構成・学歴などの属性は、モザイク的

に彼の全体像を形成する。これらの属'性は、

移動の出発地域の社会的経済的環境の影響

を部分的に受ける。したがって、ある種の

出発地域からの人口移動には、独特の移動

パターンが現出する場合が少なくない。移

動が行なわれ、移動の行き先で生活するこ

とによって、これらの属性が変化すること

もある。学生が就職移動の結果に社会人と

なったり、転】IRB移動をする場合が、その例

である。このように、人口移動の結果は、

単なる数の得失ではない、出発地域にすれ

ば、質のＩｏｓｓであり、行き先地域にとつ

堤研二

８．１はじめに

本章では、人口移動研究の観点から高島

町の変化の一側面をとらえる。以下では、

まず、人口移動と地域の関連およびその分

析の枠組みについて述べ、つぎに、閉山前

後における高島町からの人口流出の概略を

分析する。

８．２人口移動研究の枠組み

人口移動の発生は､潜在的移動者poten-

tialmigrantが、実際の移動者migrant，

moveｒとなることとして把握される。そこ

では、地域社会の変容・他の人間や組織か

らの働きかけ・自分自身の意志決定の結果

などによって、潜在的移動者が移動を行な

うことで移動流が発生する、と考えられる

のである。人口移動をこのように捉える場

合、（潜在的）移動者・環境（地域や組織

や人間関係など）・移動流（移動のフロー）

の３つが人口移動研究の重要な側面である

〔堤、1989〕。

ここで、この３つの側面から、人口移動

の発生やその影響の図式をより詳しく検討

してみよう。まず、年齢・性別・職業等の

様々な属性を有する人間、つまり潜在的移

動者が存在する。この潜在的移動者に対し

て、自分以外の人間（親戚・知人など）や

様々な組織（学校・会社など）によるイン
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と」と定義きれる(p36z)。具体的なデイ

プライヴェーションの例としては、九州の

過L束農山村や|日産炭地域でも顕現化してい

る、医療施設・学校の統廃合や親j莫の縮〆I､、

各種の教育・文化・運動施設への近接性の

困難化、道路・上下水道の保全行政の後退

などがあげられよう〔堤、1986〕・人口流

出がさらなる人口流出を引き起こすという、

過疎現象の悪循環的進行は、かつて「過疎

が過疎をよぶ」と形容された[紙野､’970]。

この点は、現在も変わることなく、過疎地

域でのディプライヴェーションは大きな地

域問題として存在している。第三次全国総

合開発計画の定住圏構想や田園都市構想な

どの理念が実現することなく、人口．地域

機能・資本の大都市への集積．集中がます

ます強まる一方で、過Z束地域のディプライ

ヴェーションは、場合によっては、集落移

転・人口の転出などを行政的に奨励するこ

とで解決きれる傾向もでてきた。

人口移動を検討する場合、上記の様な観

点から人口移動の質的側面の分析を行なう

べきである。ところが、我が国の人口移動

研究では、公刊された統計資料を主に利用

して、人口移動流の流量．距離や出発地．

行き先の地域的な社会的経済的指標を用い

た計量的研究が主体である。このような研

究も基本的には重要であるが、とくに人口

移動が小システムの中で生じる人口流出地

域からの人口移動分析にあっては、一方の

質的分析を常に念頭において置く必要があ

る〔堤、1987〕･

筆者は、炭鉱閉山によるドラスティック

な人口流出と地域変容にみまわれた長崎県

西彼杵郡高島町を例に、これまで述べてき

た視点から人口流出を分析している。ここ

では、閉山前後の人口流出に限って分析の

てはｇａｉｎとなる。それと同時に、２つの

地域をむすぶ役割を果す移動者自身の属性

の変化を伴うことがある。つまり、White

andWoods(1980)の言うように、人口移動

は、地域の構造的変化structuralchange

を伴いつつ発生し、その影響は人口移動の

地理(学)的インパクトgco印aphicalim-

pactofmigrationという言葉で表現され

るように、極めて地理（学）的なものなの

である。

とくに、人口減少の甚だしい農村地域・

高島町のような|日産炭地域・重工業特化地

域などの産業衰退地域・過疎地域からの人

口流出は、出発地域の社会経済的変容に直

接的なインパクトを与える。したがって、

そのような地域変容の理解の為には、人口

移動流の量のみならず質をも検討せねばな

らない。くわえて、残留人口の分析も行な

われなければならない〔McHugh、1984〕。

また、このような地域では、個人的なって

や情報を頼った移動が少なからず見受けら

れる。この種の移動をチェーン移動（連鎖

移動）chainmi厚ationという。この為、

このような人口移動においては、移動者の

`情報圏infOrmationfieldや移動者をめ

ぐる人間関係をも分析せねばならない。

人口流出の問題は、住民数の減少と残留

住民の高齢化を中心に様々な部面へ波及す

るのが通例である。近年の人口流出地域に

おいては、ディプライヴェーションdepri-

vation（地域機能の損失）が問題となる。

Herbcrt(1975)によれl玉、デイプライヴェ

ーションとは、「ある特定の社会において、

困難ざ、資源への不十分な近接性、そして

社会的経済的に恵まれない状況を包含する

ほどにまで、生活水準ないし生活の質が、

大多数の者のそれよりも低い状況にあるこ
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ら1987（昭和62）年３月30日までに提出さ

れた住民占票除票データ分に限定している②。

なお、この期間を、炭鉱閉山の曰の1986

（昭和61）年11月27日を境に閉山前と閉山

後とに分けて、移動のパターンを検討する

こととなる。それ以後のデータの分析は今

後を期したい。

中間報告を行なうにとどめる。

8．３研究の目的と方法

人口移動の質を検討するということは、

とりもなおさず移動者の属性を分析するこ

とである。人口移動流は、様々な地域間や

内部における財．,情報・サービスなどのフ

ローと並ぶ、重要なフローの一種である。

このような移動流の質的側面や、移動の側

面からの地域間結合を明らかにする為に移

動者の属性分析を行なうのである。ここで

は高島町からの転出者の属性やその行き先

などを分７t斤することによって、代表的な移

動パターンを抽出し、炭鉱閉山の町として

の高島町の性格を考える為の材ﾂＩＧ１－を提示す

る。これが本章の目的である。

筆者は、高島町役場保管の住民票除票を

もとに転出移動者に関するデータを収集し、

これに他のデータや外在的データを追加し

て、転出移動者に関するデータ・ベースを

構築した。このデータ・ベースには、現在

でも様々なデータを継続的に取り込んでい

る。このデータ・ベースには、現時点で主

につぎのようなフィールドがある。

氏名、性別、世帯内属性（続柄）、高島

町での1主所、世帯主氏名、生年月日、イ主民

化年代、転出年月日、転出時年齢、出身地

コードおよびタイプ、、転出先コードおよ

びタイプ、転入元コードおよびタイプ

なお、このほか、判明する限りにおいて、

世帯主の高島町での職業などのデータが入

力してある。

本章では、このデータ・ベースの統計を

もとにした基本的集計の検討を行なうが、

その対象は、１９８６（昭和61）年１月１曰か

［注］

１）ここでいう出身地のデータは、聴き取り

・本籍地データなどから得たものである。

２）高島町の炭鉱閉山前後の人口動態に関し

ては、本報告書の第３章を参照きれたい。

8．４閉山前における転出者の分析

この時期に該当する転出者数は､男性282

人、女性235人の、計517人である。年齢別

・性別の転出者数を示した表８－１をみ

れば、中年層・壮年層の転出が顕著であり、

平均転出年齢は37.8才（年齢不明者２名分

を除く）となっている。なお、転出者517

人すべての住民化年代が昭和であり、９２．５

９６にあたる478人が昭和生まれの者であった。

表８－２は、世帯主との続柄、つまり

世帯内属'性を示したものである。これによ

れば、全体の49.3％にあたる255人が世帯

主である。このことから、閉山前には、単

身の転出者の比率が滴iかつたことがうかが

われる。そこで、表８－３によって、転

出形態をみてみよう。ここでいう転出形態

は、単身者の移動である単身移動、世帯員

全員による全部移動、世帯員の一部のみが

同時に転出している部分移動の三つに分け

られているものである。これによれば、全

部移動を行なった転出者が全体の約６割の

307人と最も多い。これに対し、単身移動
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下のことが読み取れよう。

まず、転出先や転入元よりもより一層、

第１次産業就業者の特化する地域〔１型〕

と第２次産業就業者の特化する地域〔２型〕

を出身地としている転出者が多い。出身地

の人口親/|莫が５万人未満の転出者が62.9％

にあたる325人にもなる。これは、大部分

の転出者の出身地が、九州の農山漁村をは

じめとする地域である為と思われる。

つぎに、転出先が第３次産業就業者の特

化する地域〔３型〕となっている転出者が

４割強である。人口規|莫では20万-50万人、

１万－５万人の２ランクの地域が顕著とな

っている。長崎市をはじめとする中小地方

都市や西彼杵郡各町への転出者の多ざが、

この背景にあるものと思われる。

転入元が、第２次産業就業者の特化する

地域〔２型〕と第３次産業就業者の特化す

る地域〔３型〕となっている転出者はあわ

せて47.2％にも達する。人口規模では20万

-50万人、１万人未満の２ランクの地域が

顕著となっている。前者のランクは長崎市

などの地方中小者１３市を、後者のランクは長

崎を中心とする北部九州の町村を代表する

ものと思われる。転入元と転出先の地域群

を較べた場合、炭鉱のi斬次の衰退を大きな

契機として、高島町を間に介しての飛びお「

移動stcpwisemigration、例えば、北部

九州の農山漁村から高島町へ、つぎに高島

町から長崎市や福岡市へ移動する、といっ

た段階的な移動が、結果的にみられたもの

とも推測される。

転出者の行き先を、ざらに細かくみてみ

よう。表８－７は、転出者を比較的多く

吸収している市町村の上位10位までを示し

たものである。これによれば、長崎市とそ

の周辺の西彼杵郡の各町への転出者の多さ

者も119人と２割を越えている。また、こ

の時期の転出者の世帯員の平均的な人数は

2.7人と比較的少ない。これらのことから、

炭鉱閉山前の高島町からの転出者の中には、

もともと一時的な住民であったり、比較的

身軽footlooseな人々が少なくなかった

のではないかと推測される。この種のデー

タを年齢層のデータとつきあわせてみた結

果、0-14才では全部移動､15-18才では部分

移動が１亟めて顕著であるが、２０才代後半か

らｓｏ才代までは全部移動が優勢であった。

つぎに、この時期の転出者の出身地・転

出先・転入元を表８－４によって検討し

てみよう。これによれば、出身地・転出先

・転入元ともに九州の者が圧倒的に多い。

とくに、この時期の転出者の91.7％にあた

る474人の出身地が九州であり、また87.8

％にあたる454人の者が九州内へと転出し

ていることになる。この転出先についてみ

ると、東京・大阪・愛知の三都府県への転

出者が３２人と極めて少ない。いわゆる三

大都市圏への転出は決して多くはない。た

だし、三大都市圏の中でも中京圏を含む中

部・北陸地域へは24人と２桁台の転出者が

みられた。九州内での転出先としては、長

崎市を中心とする長崎県内への転出者が、

全体の63.8％、330人にも及ぶ。これに福

岡などの北部九州の各県がつづくかたちと

なっているが、長崎・福岡以外の九州各県

を行き先とする者は各々2o人にも満たない。

さて、ここで、上記の転出者の出身地・

転出先・転入元がどのような地域であるの

かを簡単にみておこう。表８－５には、

これらの地域を産業別就業者構成比率によ

って類型化したものを示したり。また、表

８－６はこれらの地域を人口規模別にみ

たものである。。この一連のデータから以
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が一目瞭然である。因みに、長崎市が31.5

％にあたる163人を、西彼杵j郡力垣１３％に

あたる110人を吸収していた。つまり、長

崎市．i西彼杵郡への転出者は全体の52.8％

にあたる273人にも達する。それでは、東

京23区と他の100万都市への転出者は女ﾛｲ可

ほどであろうか。表８－８によれば、こ

れら大都市群への転出者は25人でしかない。

したがって、閉山前の１１ケ月で、これらの

地域を行き先とした人々は全体の４８％に

すぎなかったのである。これらの点から、

この時期の高島町からの転出者には、長崎

及び福岡を中心とする北部九州への指向が

極めて強かったといえる。

高島町からの転出者の出身地・転出先・転入元

の産業構造に基づいた地域の属性を簡単に表示

する為のものである。本報告では分析に際して、

とくに〔１型〕、〔２型〕、〔３型〕に注目し

た。地域の類型化に関する以上の点は、閉山後

の転出者の分析（表８－１３）の場合も同様で

ある。なお、ここでの地域類型は、転出者の職

業そのものを直接推測させるものではないこと

を断っておきたい。

２）ここでは、東京都は特別区などに分けず、

都を－つの地域としての100万都市（文字通り、

人口が100万人以上の都市）として一括して取

り扱った。また、その他の100万都市（政『令指

定都市）も区にわけず、各々の市を単位として

取り扱った。人口規模データは、1985(昭和60）

年の国勢調査のものを用いた。閉山後の転出者

の分析（表８－１４）も同様である。

[注］

１）ここでは、市区町村ごと（区は東京都の特

別区および政？令指定都市のもの）に第１次～第

３次産業別就業者比率（1985(昭和60)年の国勢

調査による）の組み合わせで類型化を行なった。

第１次産業就業者比率を①、第２次産業就業者

比率を②、第３次産業就業者比率を③とすると、

以下のように類型を決定した。

〔１型〕…..①が２５％以上

〔２型〕..…＠が３５％以上

〔３型〕・….③が65％以上

〔１２型〕..ｏが20％以上かつ②が3o％以上

〔１３型〕・・①が20％以上かつ③が60％以上

〔２３型〕..②が30％以上かつ③が60％以上

なお、前三者のいずれかと後三者のいずれか

が重複した場合には後三者を優先させた。上記

６類型の他には、〔その他〕と〔不明〕と〔無

記載〕の３つの類型がある。〔無記載〕は転入

元の記載がない分である。とくに、永年、高島

町に尼i住していた者の場合、転入元の記載が無

し、。

以上の類型は、あくまで便宜的なものであり、
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８．５閉山後における転出者の分析 または若年層による部分移動の可能性があ

ると推測きれるが、表８－１１によって転

出形態を検討してみると、じつに702％に

あたる1502人もの人々が全部移動を行なっ

ていることがわかる。閉山前には２３，％で

あった単身移動者の比率は、12.3％ヘと変

化している。部分移動者の比率は閉山前後

で、あまり大差がなかった。ここでも、挙

家転出者がかなり存在したこと、しかも、

働き盛りの年齢層とその配偶者ないし子供

というような家族の転出が多くみられた、

という点が明らかである。この点に、炭鉱

閉山による離職移動の特徴がみられる、と

いえよう。

つぎに、この時期の転出者の出身地・転

出先・転入元を表８－１２によってみてみ

よう。ここでもやはり、出身地・転出先・

転入元のいずれも九州とするの者の多さが

歴然としている。比率的には、各々９１０％、

70.1％、71.1％が九州内地域となっている。

転出先としては、全体の約1/4の人々の行

き先が関東、中部・北陸、近畿の三地域と

なっている点が注目される。その一方で九

州内地域への転出者もまだ７割強を占めて

いる。長1M奇県だけで1000人（46.7％）を、

長崎・福岡両県だと1301人（60.8％）もの

人を吸収している。

きて、つづいて、この時期の転出者の出

身地・転出先・転入元の地域の特色につい

て、ここでも検討してみる。表８－１３は、

これらの地域を産業別就業者構成比率によ

って類型化したものを示したものであり、

表８－１４はこれらの地域を人口観/i莫別に

みたものである。これらの統計から以下の

ことが明らかであろう。

高島町を出身地とする者が多い為、第２

次産業就業者の特化する地域〔２型〕ない

この時期に該当する転出者数は、男性12

07人、女性933人の、計2140人である。ま

ず、表８－９によって年齢別・性別の転

出者数をみてみよう。ここで目につくのは、

0-14才と3649才における転出者数が各々

500人を越えている点であろう。この２ラ

ンクに関しては、親子ほどの世代間隔があ

るとみてよい。したがって、閉山まで町内

で就業していたかなりの人々が離職・離島

していくにあたり、家族とともに転出した

ことが、この統計に反映したものと考えら

れる。とくに小・中学校の就学年齢層の子

供をかかえた世帯の場合、新学期までに転

校ないし入学の手続きをすませることが望

ましい為に、この時期の一家挙げての移動、

つまり挙家移動（挙家転出）には拍車がか

かっているとみてよかろう。

この時期の平均転出年齢は、32.8才と閉

山前の時期のそれに比し５０才も低い。因

みに、明治・大正生まれの転出者はあわせ

ても全体の3.5％にすぎなかった。閉山前

は7.4％であった。世帯員の人数は、平均

で3.5人であった。閉山前の2.7人と較べれ

ば、０８人多いわけである。これらのこと

から、閉山後のこの時期の転出者には挙家

転出者がかなり存在し、しかも、働き盛り

の年齢層とその配偶者ないし子供というよ

うな家族の転出が多くみられたのではない

かと思われる。このことを、別の統計から

みてみよう。

表８－１０は、世帯内属性を示したもの

である。これによれば、配偶者の全体に占

める比率は242％（閉山前は22.1％）、長

男と長女をあわせたそれは、20.8％（同１６．

２％）となっており、ここでは挙家転出者、
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然の閉山であったことがあげられよう。転

出者らがそのような閉山のインパクトヘの

対応として高島町を離れた結果が、閉山前

の移動パターンよりは複雑な、上記のごと

き移動パターンを呈しているのである。

580人（27.1％）の転入元地域が第２次

産業就業者の特化する地域〔２型〕で、５４

４人（25.4％）が第３次産業就業者の特化

する地域〔３型〕を転入元とする地域であ

る。前者には、高島町内での転居のケース

も含まれる。人口観/漠でみると、ここでも

中小親/i莫の地域が目立つ。

閉山後の転出者の行き先を、ざらに細か

くみてみよう。表８－１ｓは、転出者を比

較的多く吸収している市町村を上位20位ま

で（結果的に22市町）示したものである。

これによれば、長崎市への転出者の多さが

圧倒的である。因みに、長崎市が22.9％に

あたる490人を、西彼杵郡が13.4％にあた

る287人を吸収していた。つまり、長崎市

・西彼杵郡への転出者は全体の36.3％にあ

たる777人であった。比率的には減少した

が、閉山後も長崎市・西彼杵郡へ指向する

転出者が少なくない。新しい職は決まって

いなくとも、この地域へ転出して、職業訓

練7佼や自動車学校へ通い、技術を身につけ

ようとした炭鉱離職者が、少なからずいた

模様である。この地域が就職者のみならず

求職者をも吸収しえたことについては、こ

の地域の高島町への近接性も一つの要因と

してあげられよう。この時期の転出者の行

き先にみられる特色として、あいかわらず

中ﾉ:l､都市への指向は強いものの、閉山前よ

りも大都市や北関東・中京・東近畿の工業

地帯への指向が確認されることであろう。

５１人は、夕張市へ転出していた。そこには、

三菱系列の南大夕張炭鉱があるので、これ

し人口規模１万人未満の地域を出身地とす

る転出者がかなりみられる。それでも、第

１次産業就業者の特化する地域〔１型〕を

出身地とする者が21.4％にあたる457人に

も及ぶ点は、人口親ｊ英１万人未満の地域を

出身地とする転出者が42.9％の918人、５

万人未満までなら総計1479人（69.1％）に

も達する点、さらに九州を出身地とする者

の多さ、などと考えあわせれば、高島町を

出身地とする者のほかに、九州内の農山漁

村を出身地とする者が、ここでも多いこと

が想起される。

転出先についてみると、３６２％にあたる

775人が第３次産業就業者の特化する地域

〔３型〕へ（閉山前は43.7％）、26.3％の

562人が第２次産業就業者の特化する地域

〔２型〕（同15.1％）へ向っている。後者

の第２次産業就業者の特化する地域〔２型〕

への転出者が、閉山前に比して顕著になっ

ている点が特徴的である。それでも、第１

次産業就業者の特化する地域〔１型〕への

転出者は、全体の15％弱の316人であった。

この比率だけで較べれば、閉山前を上回っ

ている。行き先人口規模別にみると、１万

-５万人の地域が最も多く736人（344％）、

ついで20万-５０万人の地域が617人（28.8％）

となっているが、５万人未満の地域へは、

総計で1013人（473％）もの人々が転出し

ている。その一方で、100万都市群への転

出者も8.3％にあたる178人みられた（閉山

前は４８％）。ここまでの分析から、閉山

後の転出者は、その多くが九州内の長崎市

・福岡市やその他の中小都市、場合によっ

ては、農山漁村を指向したと考えられる。

その一方で、閉山前よりも大都市への指向

が強まっているのも事実である。これらの

点の背景として、転出者の移動の契機が突
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らの人々はそこで炭鉱関係の職に関係する

ものと思われるが、調査の限りでは職員層

およびその家族が大部分の様であった。表

８－１６によれば、東京23区と他の100万

都市への転出者は178人（8.3％）である。

したがって、閉山前(４８％）よりは、この

地域への転出者の比率は高まっている。い

ずれにせよ、閉山後の高島町からの転出者

の行き先は、とくに働き手の転出者の転職

・求職を充足させる諸地域へとひろがって

いるのである。

閉山後、３月までに住民票除票の提出さ

れた分の転出者は2140人であったが、この

うち、世帯主854人について職業調査を試

みたところ、その５２．３％にあたる447人に

ついて高島在住時の職業が判明した。そし

て、その世帯主の職業別に転出先をクロス

集計した。表８－１７が、その結果である。

この表によれば、447人のうち、やはり九

州内への転出者が多く、判明分の70.9％、

317人にも達する。世帯主の職業では、本

鉱員とした者の数が288人（判明分の64.4

％）と最も多い。高島炭鉱本鉱員の労働組

合資料によれば、１９８７（昭和62）年２月の

していない限りにおいて、三菱石炭鉱業株

式会社高島砿業所（いわゆる高島炭鉱）か

らの転勤ないし出向移動をしたにすぎない。

そのために、彼ら及びその家族の行き先は

三菱石炭鉱業株式会社ないしその親会社で

ある三菱鉱業セメント株式会社の本社・支

社・営業所周辺の地域となるわけである。

夕張市をはじめとする北海道へ転出した世

帯主３人は、すべて職員層であり、その家

族ともども９人でそこへの移動を行なって

いた（この当時、夕張市には、三菱石炭鉱

業の南大夕張鉱があったが、後の1990（平

成２）年３月27日に閉山した）。一方で、

本鉱員の世帯主・下請会社員の世帯主をあ

わせて40人（家族も含めると124人）を吸

収している中京・北陸地方と、１１人（同４２

人）を吸収している中国地方への、職員層

の世帯主の転出者は１人もいないのである。

一般に炭鉱社会では、職員・本鉱員・下請

会社員の三階層について見た場合、社会生

活のみならず、社宅などでの居住に関する

棲み分けsegregationや、移動のパター

ンなどにおいて階層性がみられるとされて

いるが、高島町からの転出者の場合もこの

傾向が認められるのである〔布施､1982〕・

別の統計によって、転出先地域の類型を

世帯主の職業別にみてみても、このような

階層`性が顕著であった。まず、職員層の世

帯主には第１次産業就業者の特化する地域

〔１型〕ヘの転出者が１人もいない。その

一方で、このタイプの地域への転出者は、

本鉱員の世帯主が49人（家族も含めると15

2人）、下請会社員の世帯主が7人（同18人）

となっており、とくに本鉱員の世帯主のう

ち、実に1/6以上の17.0％が〔１型〕への

転出を行なっていることになる。農山漁村

は、不況時には、失業人口を吸収する地域

当労組解散時点での正組合員数が872人で

あり、閉山前後からその時点までの中途の

組合脱退自者は殆ど無かった。これらのこと

から、閉山後の1987（昭和62）年３月まで

に、少なくとも本鉱員の約1/3弱が転出し

たと考えられることになる。その行き先は、

九州以外では関東榊奈川県など）・関西

（三重県など）・中部地方（愛知県など）

の工業地域を指向した模様である。炭鉱の

下請会社員とその家族と思われる人々にも

こういった傾向がある。職員は、高島炭鉱

が閉山になったとはいえ、解雇きれること

がなかった。したがって、職員層は、退職
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として位置づけられてきた（林、194ｏ；南

・小野、１９６２；南、1964）。解雇されるこ

との少なかった職員層にくらべ、本鉱員層

.下請会社員層には、職を失ったままで高

島町を離れた転出者が、少なからずみられ

た。彼らおよびその家族の行き先が、場合

によっては出身地域の農山漁村を指向して

いたのも、上記の観点からみることができ

よう。第２次産業就業者の特化する地域

〔２型〕および第３次産業就業者の特化す

る地域〔３型〕への転出者は、あわせて、

本鉱員の世帯主が６割強の181人、下請会

社員の世帯主も６割強の46人、職員の世帯

主も同じく６割強の18人であった。概して、

第２次・第３次産i業の盛んな地域への転出

者が顕著であったが、殊に農山漁村的地域

〔１型〕への職員層とその家族の転出がみ

られなかったことは、職業別移動にみられ

る特徴の一つであったといえよう。このこ

とは、転出先地域の人口規i莫にも反映して

いた。すなわち、100万都市を行き先とし

ていた転出者が、職員層の世帯主の場合に

は約1/4強であったのに対し、本鉱員・下

請会ぞ社員の世帯主の場合は、それぞれ１割

にも満たなかったのである。

炭鉱からの離職を余儀なくされた本鉱員

と下請会社員の二つの階層についてみると、

離職に際しての処遇に差異が認められる

（表８－１８）。そのため、このような差

異は、雛]IRB後の生活の差異として反映し、

その後の、例えば、離島転出後の生活にも

影響しているものとも考えられる。本報告

では、ここまでは言及できなかった。今後

の課題の一つとしたい。

８．６むすびにかえて～高島町からの

人ロ流出の特色～

ここまで、高島炭鉱閉山の年の1986（昭

和61）年１月から翌年の３月までに提出さ

れた住反と票除票に基づいたデータ分析を、

閉山前後に分けて行なってきた。近年の我

が国でも稀な急激な地域産業の衰退によっ

て生じた高島町からの人口移動の、質的側

面を明らかにし、炭鉱社会の地域性を考察

しようとするのが本章執筆者の目的である。

しかし、それを達成するには、残された分

析の量は莫大である。こういった状況での

本報告は、分析成果のほんの端緒に過ぎな

し。◎

高島町の有する離島、（旧）産炭地域と

いう二大ﾉ持色（川崎（1973）が早くに指摘

していた）は、高島町からの人口移動にか

なり反映しているのではないかと思われる。

これまでにも述べてきた、挙家転出者・生

産年齢移動者の多さ、移動者の転出先・移

動形態などに、産業衰退地域からの特徴が

示されているとともに、炭鉱社会の階層性

が人口移動に反映していることがうかがえ

る。このほか、若干の聴き取り調査によれ

ば、高島町への還流移動（Ｕターン移動な

ど）の事例の少なさにも高島町の地域性が

反映されているのではないかと考えられる。

一般的な農山漁村では、若年者のＵターン

も少数ながらみられるに至っているが、高

島町ではこのようなタイプの還流移動が殆

ど確認できない。いったん高島町から転出

して、就職したものの、新しい職場になじ

めず、さらに転出移動を繰り返した人も少

なくないようであった。しかし、その一部

の人は帰島したいとは思っても、高島町で

の職場もなく、以前のように社宅にも住め
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門学校研究報告23,1986,119-127頁。ない。企業城下町としての地域性が、高島

町での再就職を希望する還流移動者を少な

くしているといえるのではなかろうか。

これまで、高島町からの人口移動を転出

者の属性．高島町の地域性と関連づけて分

析してきた。今後は、既存のデータ整理を

行ないつつ、さらに新しいデータの追加も

試みながらデータ分1斤をつづけていく予定

である。最終的には、転出者の追跡調査と

還流移動の調査を行ない、その分析もあわ

せて呈示し、炭鉱離職自昔に関する他の研究、

例えば、矢田（1975）の常磐炭田の事例研

究、などと比較できるようにしたい。

堤研二「過疎山村・大分県上津?工村からの

人口移動の分析」、人文地理39-3,1987,1-23

頁。

堤研二「人口移動研究の課題と視点」、人

文地理41-6,1989,41-62頁。

林恵海『農家人口の研究』、日光書院、１９

４０。とくに「第３章：農家人口小論」（99-133

頁）。

布施鉄治編「地域産業変動と階級・階層

炭都夕張／労働者の生産・労働一生活史．

談一』、御茶の水書房、1982。

[調吊砕］ 南亮進・小野旭「農家人口移動の推計

一一九二五～一九六○一」、－？|喬論叢47‐

6,1962,62-76頁。本章を執筆するにあたり、調査・データの面

で幅広く御世話になった高島町の故星野誠一前
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８炭鉱閉山に伴う高島町からの人口移動 ２４１

表８－６人口規模別にみた閉山前転出者の
出身地・転出先・転入元

三池 転出先 転入兀

５１７５１７５１７

(単位：人）

表８－７閉山前転出者の主な行き先

(単位：人）

人口規模（単位：人） 出身地 転出先 転入元

万
万
万
万
万

０
０
０
５
１

０
５
２

１

万

阯
万
万
万
万
万

０
０
０
５
１

０
５
２

１

万未満
その他・不明・無記載

５
４
５
８
８
７
０

１
０
６
３
８

１
１
１

５
２
６
１
４
５
４

２
９
６
５
７

１
１

３
３
８
３
４
３
３

１
１
４
８
０
５

１
１
１

△一 計□ ５１７ ５１７ ５１７

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

崎
崎
岡
崎
崎
崎
崎
岡
崎
崎
崎

長
長
福
長
長
長
長
福
長
長
長

く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

市
町
町
町
町
町
市
市
町
町
市

崎
和
海
津
鳥
海
早
岡
朗
与
剛

長
三
玄
時
大
外
諫
福
多
長
佐

３
６
６
６
１
０
０
０
９
９
９

６
２
１
１
１
１
１
１

１

,△、 計ロ ２８９



２４２

表８－８１００万都市群への閉山前転出者数

(単位：人）

市
区
市
市
市
市
市
市
市
市
市

幌
刺
浜
崎
握
都
阪
戸
島
加
岡

札
東
横
川
名
京
大
神
広
北
福

０
１
０
０
７
０
０
０
２
５
０

１
合計 ２５



８炭鉱閉山に伴う高島町からの人口移動 ２４３

表８－９閉山後の年齢別・性別転出者数

合計１２０７９３３

(単位：人）

表８－１０閉山後転出者の世帯内属性

２１４０

(単位：人）

表８－１１閉山後転出者の転出形態

へ計２１４０口

(単位：人）

年齢

(才）

性別

男 女

合計

ｕ
旧
妬
開
佃
閃
肌
明

一
一
一
一
一
一
一
一

０
砠
凹
沁
珊
別
冊
閃
不

８
９
８
４
４
０
９
５
０

８
６
５
７
２
２
５
１

２
１
３
２

８
９
３
３
２
１
５
２
０

３
４
６
３
４
３
３
４

２
１
２
１

６
８
１
７
６
１
４
７
０

２
１
２
０
６
５
９
５

５
１
１
３
５
３

合計 １２０７ ９３３ ２１４０

主
者
男
男
男
女
女
女
員
他

捗
市

帯
偶

世
の

の

世
配
長
２
３
長
２
３
他
そ

４
８
７
０
１
９
６
０
６
９

５
１
３
１
２
０
８
２
７

８
５
２
１
２

合計 ２１４０

部分移動
単身移動
全部移動

３７５

２６３

１５０２

合計 ２１４０



２４４

表８－１２閉山後転出者の出身地・転出先・転入元

出身地転出先転入元

２１４０２１４０２１４０

(九州は内訳まで表示した。単位：人）

表８－１３閉山後転出者の出身地・転出先・転入元の
産業別就業者構成比率による地域類型

ヨニ型二地転転人元

合計ｌ２１４０２１４０２ＭＯ
(単位：人）

出身地 転出先 転入
￣

兀］

道
北
東
陸
畿
国
国
州
岡
賀
崎
本
分
崎
島
縄

ｂｊ

海
・

曰
し

Ｉ
ノ

部
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

北
東
関
中
近
中
四
九

明
しな載

不
記

５
９
０
８
５
１
５
７
１
５
１
８
６
９
６
１
０
０

３
１
４
７
１
４
２
１
４
４
１
５
４

９
２
１
３
１

１
１

１
３
３
９
９
３
０
１
１
３
０
３
６
４
４
０
１
０

５
９
６
５
６
０
０
７
０
６
１
２
２

１
１
１

５
３
０

１
１

６
１
５
０
８
８
６
２
８
４
０
５
１
５
９
０
０
４

５
３
３
４
２
０
６
４
６
１
２

３

５
２
１

４

１
１

合計 ２１４０ ２１４０ ２１４０

類型 出身地 転出先 転入元

１

２

３

１２

１３

２３

その他
不明
無記載

７
１
５
９
０
０
４
４
０

５
３
７
５
１
０
０

４
７
４

１
３

６
２
５
６
７
１
９
４
０

１
６
７
４
３
９

３
５
７

１
２

７
０
４
４
２
５
２
２
４

７
８
４
３
１
５
３

１
５
５

１
２
４

合計 ２１４０ ２１４０ ２１４０



８炭鉱閉山に伴う高島町からの人口移動 ２４５

表８－１４人口規模別にみた閉山後転出者の
出身地・転出先・転入元

言地 転出先 転入兀

２１４０２１４０

(単位：人）

表８－１５閉山後転出者の主な行き先

１２５５

(単位：人）

人口規模（単位：人） 出身地 転出先 転入元

満未

而
而
朋
而
呵
澗

０
５
２
無

１
●

’
’
’
’
一
｜
明

肚
不

●

万
万
万
万
万
他

０
０
０
５
１
の

０
５
２

１

そ

合計

１
２
５
９
１
８
４

７
２
４
１
６
１

３
２
５
９

２１４０

８
６
７
２
６
７
４

７
２
１
０
３
７

１
６
３
７
２

２１４０

３
８
０
４
４
４
７

０
７
５
７
９
３

１
４
１
３
５
４

０４１２

ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ

崎
崎
岡
道
崎
崎
阜
岡
岡
玉
賀
崎
崎
知
崎
重
崎
崎
崎
岡
山
賀

海
長
長
福
北
長
長
岐
福
福
埼
滋
長
長
愛
長
三
長
長
長
福
岡
佐

く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

市
町
市
市
市
町
町
市
町
町
町
町
町
市
市
町
市
町
町
市
町
市

馴珈棚州辨鮒鵬洲蜥鯏脚柵賄蠅柵鵡州鯛棚綱鮒鍬

０
８
１
１
８
５
５
２
０
７
６
６
５
４
３
８
５
１
９
７
７
７

９
７
６
５
４
４
４
４
４
３
３
３
３
３
３
２
２
２
１
１
１
１

４

合計 １２５５



２４６

表８－１６１００万都市群への閉山後転出者数

合計１７８

(単位：人）

表８－１７職業別にみた世帯主の閉山後転出者447人の転出先

(単位：人）

表８－１８炭鉱離職者の処遇（本鉱員と下請会社員）

市
区
市
市
市
市
市
市
市
市
市

幌
軌
浜
崎
握
都
阪
戸
島
川
岡

１

札
東
横
川
名
京
大
神
広
北
福

０
９
３
１
４
１
２
１
４
２
１

２
３

４
６

合計 １７８

下本職公商 ノ〈 無そ不
鉱務の

請員員員業卜職 他明

合
計

髄
北
東
部
鵬
畿
国
国
州
明

北
東
関
中
近
中
四
九
不

１

３

４２５９

７３３１１

２

１２３２１２３

３８

5８１９８１５１２２４９１１８

１

３
１
０
２
２
１

４
４
３
１

０
７１３

１

合計 7３２８８２９１２３５１３ １２３ 447

本鉱員 下請会社員

退職金
手当
就職斡旋機関等
就職率(S､62.2）
求職手帳

○
○

会社、公私
111/850
黒

定
定
私
幻
緑

５ノ
ノ
ノ
、

不
不
公
田
黒


